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2081 浄化センター整備事業 010303 環境計画課

供用開始から30年以上が経過し、老朽化が著しい成
田浄化センターの再整備に向け、成田浄化センター
整備事業基本設計等策定支援業務委託、測量調査、
地質調査、生活環境影響調査を実施した。

47,499,800 維持継続 拡大 拡大 拡大 拡大
成田浄化センター整備事業基本計画を策定したところ
であり、今後は基本設計や事業者の選定等を行い、施
設整備に向けて取り組んでいく。

1897 地球温暖化対策推進事業 010304 環境計画課

環境への負荷の低減を図り、地球温暖化の防止など
環境の保全に寄与することを目的として、住宅用省
エネルギー設備を新たに設置した市民に、その設置
に要する費用の一部を助成した。

21,197,925 拡大 拡大 拡大

住宅用省エネルギー設備設置費補助制度について、補
助金の申請期間を令和3年度まで延長するとともに、ゼ
ロカーボンシティ宣言との整合性を図るため、補助制
度の拡大に向けた検討を進めていく。

0274 母子保健事業 020101 健康増進課

新型コロナウイルス感染拡大に伴い、相談の個別化
など健診方法を含めた事業全体の見直しを図るとと
もに、幼児健診（1歳6か月児、3歳児）については密
を避けるため健診回数を増やした。

136,211,457 拡大 拡大 拡大

「こんにちは赤ちゃん事業」において、産婦のうつ状
態を数値化するためのエジンバラ質問票を新たに導入
し、うつ病の早期発見並びに子どもへの虐待やネグレ
クトの防止などを図って行く。

0251 保育園運営事業 020102 保育課
市立保育園13園を適正に運営し、保護者の就労・出
産・疾病等により保育を必要とする乳幼児の保育を
行い、子育て支援の向上を図った。

840,702,240 拡大 拡大 拡大 拡大

登降園やシフトなどを管理する「園務管理システム」
を導入することにより、保育士の事務負担の軽減が図
られ、子どもたちと向き合う時間が増えることによっ
て保育の質の向上が期待できる。

0252 保育園整備事業 020102 保育課
高岡・新山・吾妻・中台・玉造・小御門・中台第二
の7園の特定建築物定期点検を行い、各園の整備計画
策定のための基盤を整えた。

1,509,200 拡大 拡大 拡大 拡大

多様な保育ニーズに対応するため、引き続き市立保育
園施設や設備等の整備・管理を行うとともに、老朽化
が進んでいる松崎保育園について、八生公民館敷地内
に再整備を行っていく。

0239 児童ホーム整備事業 020102 保育課
義務教育学校「大栄みらい学園」の整備に併せて、
開所を予定している校舎一体型児童ホームの整備を
実施した。

34,355,482 拡大 拡大 拡大 拡大

仕事と子育ての両立が図られるよう、児童ホームの受
け皿確保に取り組んでいるところであるが、待機児童
が多く発生している平成小学校をはじめ、他地区にお
いても児童ホームの整備を順次行っていく。

0269 結核・がん検診事業 020301 健康増進課

がんの早期発見、早期治療を可能とするため、がん
検診を実施するとともに、正しい健康知識の普及啓
発を図るため、令和2年度から受診券に同封する検診
案内を冊子にし、その中に問診票を綴るなど、受信
者への検診周知を図った。

103,713,778 拡大 拡大 拡大 拡大

がん患者への支援を目的として、新たにウィッグ・胸
部補正具の購入費用等の助成、及び小児がん等の患者
が免疫を再獲得するためのワクチン接種に係る費用の
助成を実施することにより、がん患者の精神的・経済
的負担の軽減を図るとともに、就労や就学などの社会
参加を支援する。

0485 学校給食施設整備事業 030101 学校給食センタ－

学校給食施設の整備計画に基づき、親子方式による5
番目の給食施設として平成小学校学校給食共同調理
場の建設工事を開始し、また、学校給食センター本
所・玉造分所の再整備については、再整備を早期に
実施するために基本計画を策定した。

50,551,012 拡大 拡大 拡大 拡大
学校給食センター本所の移転再整備を進めていくとと
もに、親子方式による共同調理場の整備を進めてい
く。

0617 国際文化会館施設整備事業 030202 文化国際課

利用者へ快適で安全な施設環境を提供するため、
ホール棟トイレ洋式化工事等を実施するとともに、
空調設備等改修工事の設計業務及び大ホール特定天
井耐震化改修方針検討業務委託を実施した。

31,753,000 拡大 拡大 拡大 拡大 拡大 拡大
老朽化の著しい国際文化会館について、計画的に各設
備の修繕及び改修を行っていくとともに、バリアフ
リーにも対応した新たな施設整備の検討を進める。

0336 有害鳥獣駆除事業 050201 農政課

イノシシやハクビシン、アライグマなどによる農作
物被害が年々増加しており、特に本市の主要農産物
である甘藷や水稲の被害が大きいことから、猟友会
の協力の下、箱わななどの購入や見回りなどにより
捕獲の強化を図った。

3,615,626 拡大 拡大 拡大 拡大

農作物の被害を防止するため、イノシシ被害防止用電
気柵を設置した農業者等に対し購入経費の一部を補助
する「イノシシ等侵入防止対策事業補助金」を新たに
創設し被害の防止に努める。

0074 電子自治体推進事業 060203 行政管理課

社会保障・税番号制度対応、事務効率化、市民サー
ビス向上のための関連システム改修のほか、キャッ
シュレス決済導入、無停電電源装置の更新、庁内
ネットワーク機器リプレイス等を実施した。

259,775,254 拡大 拡大 拡大
デジタル化社会の実現に向けて、行政手続のオンライ
ン化、情報システムの標準化等を推進することによ
り、市民サービスの向上と行政事務の効率化を図る。

最終評価結果が「拡大」となった事務事業一覧
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1708 防犯灯維持管理事業 010102 交通防犯課

区・自治会等所有の防犯灯（11,783灯）の維持管理
費として、263の区・自治会等に補助するとともに、
市所有の防犯灯について修繕等適正な維持管理を
行った。

100,495,445 改善・見直し 改善・見直し 改善・見直し

区や自治会等が所有・管理する防犯灯の維持管理に係
る経費の一部を補助していたが、今後は市所有の防犯
灯と同様に、電気料金の削減や二酸化炭素排出量の低
減等が見込まれるLED照明を導入するとともに、省エネ
ルギー化改修により実現される電気料金等の削減額の
範囲で、包括的な維持管理等を実施するESCO事業を展
開する。
（令和2年度行政評価にて評価済み）

0146 新清掃工場関連付帯施設整備事業 010303 環境計画課

庁内関係各課で構成する検討委員会を設置し、今後
の方向性などを検討した。検討の結果、事業用地を
既に取得している用地に変更し、新たな整備方針を
策定して、事業の推進を図ることとなった。このこ
とについて、地元区及び議会に報告し了承を得た。

1,300,000 改善・見直し 改善・見直し 改善・見直し 改善・見直し

取得済み用地の範囲内で整備をするという、新たな整
備方針をもとに、施設に持たせる用途や役割につい
て、関係各課や地元と協議を進めながら事業の進捗を
図る必要がある。
（令和2年度行政評価にて評価済み）

0209 敬老事業 020201 高齢者福祉課

高齢者に敬老祝金及び記念品の贈呈、敬老会への招
待を行うことにより、その長寿をお祝いし、永年の
功労に対する敬意を表し、世代間交流や地域交流を
促進させることにより生きがいを育む。

70,216,991 改善・見直し 改善・見直し 改善・見直し

超高齢社会の進行に伴い、高齢者等に対する福祉サー
ビスの更なる充実を図る必要があることから、現金給
付からサービス給付への転換など事業の見直しを実施
し、「（仮称）成年後見支援センター運営事業」、
「介護人材確保対策事業」など5事業を展開している。
（令和2年度行政評価にて評価済み）

0234 のぞみの園管理運営事業 020203 障がい者福祉課

障がい者の就労の場を確保し、社会参加の促進を図
るため、成田市のぞみの園を管理・運営した。な
お、管理・運営は、平成29年度から令和4年度までの
期間で、社会福祉法人大成会を指定管理者として
行っている。 また、昨年度は、成田市のぞみの園を
令和４年度から民営化するため、資産経営推進委員
会での審議結果をもとに民営化の方針を決定し、利
用者に対する説明会を開催した。

1,459,480 改善・見直し 改善・見直し 改善・見直し 改善・見直し

施設の老朽化に対する空調機、雨漏り等の修繕につい
て、民営化事業者と負担割合の協議を進めるととも
に、それまでに空調機器等が破損し、修繕不能となっ
た場合には、再稼働のために必要な工事や一時移転等
の対応を検討する必要がある。

0224 手話通訳者等設置事業 020203 障がい者福祉課

聴覚障がい者の依頼に応じて、手話通訳士の派遣を
行った。また、市主催の会議等においても、情報保
障の観点から手話通訳士、要約筆記者の派遣を行っ
た。

9,473,058 改善・見直し 改善・見直し 改善・見直し
遠隔手話通訳サービス（タブレット）の導入により、
窓口の来客、コロナウイルス感染者、被災者等への手
話通訳実施が期待される。

1981 情報セキュリティ対策事業 060203 行政管理課

庁内ネットワークで取り扱う情報資産の情報漏えい
対策のほか、資産管理・監視システムによる操作制
限・監視を実施するとともに、最新技術を活用し、
情報セキュリティ対策を実施した。

26,229,896 改善・見直し 改善・見直し 改善・見直し

庁内ネットワークに仮想デスクトップ（VDI）を導入す
ることで業務用端末を削減するとともに、非常時にお
ける事業継続性の確保や業務効率化に繋がるテレワー
クシステムの導入を図っている。
（令和2年度行政評価にて評価済み）

最終評価結果が「改善・見直し」となった事務事業一覧
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1330 学校適正配置事業 030101 教育総務課
令和2年度末に閉校した大栄地区小学校5校につい
て、閉校記念事業を実施するに当たり、その実行組
織に対して閉校記念事業負担金を支出した。

38,059,032 休止 休止 休止 大栄みらい学園の開校により、現段階で予定していた
統廃合等についてはすべて完了したため休止とする。

最終評価結果が「休止」となった事務事業一覧
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0463 中学校校内ＬＡＮ整備事業 030101 教育総務課 ＬＡＮ整備や無線ＬＡＮの導入を行い、情報教育及
び校務の情報化を推進した。

32,982,816 事業統合 事業統合 事業統合
「中学校教育用コンピュータ整備事業」と事業統合
し、名称を「中学校教育情報化推進事業」とした上
で、教育指導課へ移管する。

0456 小学校教育用コンピュータ整備事業 030101 教育総務課
情報通信技術を活用した効果的な教育を行うため
に、小学校に教育用コンピュータの整備やタブレッ
トの配置を行った。

694,264,280 事業統合 事業統合 事業統合
「小学校校内ＬＡＮ整備事業」と事業統合し、名称を
「小学校教育情報化推進事業」とした上で、教育指導
課へ移管する。

0457 小学校校内ＬＡＮ整備事業 030101 教育総務課 ＬＡＮ整備や無線ＬＡＮの導入を行い、情報教育及
び校務の情報化を推進した。

76,810,544 事業統合 事業統合 事業統合
「小学校教育用コンピュータ整備事業」と事業統合
し、名称を「小学校教育情報化推進事業」とした上
で、教育指導課へ移管する。

0461 中学校教育用コンピュータ整備事業 030101 教育総務課
情報通信技術を活用した効果的な教育を行うため
に、中学校に教育用コンピュータの整備やタブレッ
トの配置を行った。

332,934,564 事業統合 事業統合 事業統合
「中学校校内ＬＡＮ整備事業」と事業統合し、名称を
「中学校教育情報化推進事業」とした上で、教育指導
課へ移管する。

2058 課外体育活動支援指導者派遣事業 030101 教育指導課
各学校に外部指導者を派遣し、運動部活動における
専門的な技術指導を行い、児童生徒の技能向上と教
職員の負担軽減を図った。

1,883,150 事業統合 事業統合 事業統合 「課外文化活動支援指導者派遣事業」と事業統合し、
「課外活動支援指導者派遣事業」とする。

2079 課外文化活動支援指導者派遣事業 030101 教育指導課
各学校に外部指導者を派遣し、文化部活動における
専門的な技術指導を行い、児童生徒の技能向上と教
職員の負担軽減を図った。

258,200 事業統合 事業統合 事業統合 「課外体育活動支援指導者派遣事業」と事業統合し、
「課外活動支援指導者派遣事業」とする。

0632 印東体育館管理運営事業 030203 スポーツ振興課
市民が身近な施設でスポーツを楽しめるよう、印東
体育館の管理運営を行なった。

7,866,990 事業統合 事業統合 事業統合 本施設の指定管理者の変更に伴い、「運動公園等管理
事業」と事業統合する。

最終評価結果が「事業統合」となった事務事業一覧
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2113 災害救助費 010101 危機管理課
令和元年の一連の災害により、半壊・準半壊（一部
損壊）に遭われた方を対象に住宅の応急修理を実施
した。

17,190,324 終了 終了 終了 災害救助費の認定期限が令和3年3月31日をもって終了
となるため、事業終了とする。

2100 被災住宅修繕緊急支援事業 010101 危機管理課 1,975,000 終了 終了 終了

2112 被災住宅修繕緊急支援事業 10101 建築住宅課 123,162,000 終了 終了 終了

2130 なりた子育て世帯応援給付金給付事業 020101 子育て支援課

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う学校の
休校等により、育児の負担が増している子育て世帯
を応援することを目的に、子育て世帯13,862世帯に
支給対象児童21,093人分の給付金の給付を行った。

217,341,645 終了 終了 終了 本事業は新型コロナウイルス感染症拡大の影響による
臨時的な事業であるため、事業終了する。

2132 子育て世帯への臨時特別給付金給付事業 020101 子育て支援課

新型コロナウイルス感染症による影響を受けている
子育て世帯を支援するため、児童手当を受給する世
帯10,391世帯に対象児童17,153人分の給付金の給付
を行った。

178,198,506 終了 終了 終了 本事業は新型コロナウイルス感染症拡大の影響による
臨時的な事業であるため、事業終了する。

2164 なりた新生児応援給付金給付事業 020101 子育て支援課

新型コロナウイルス感染症拡大対策のため、国から
緊急事態宣言が発出され、生活環境が制限されたこ
とにより大きな影響を受けた新生児の保護者を支援
するため、支給対象者83名に給付金の給付を行っ
た。

8,316,710 終了 終了 終了 本事業は新型コロナウイルス感染症拡大の影響による
臨時的な事業であるため、事業終了する。

2168 介護サービス従事者等慰労金給付事業 020202 高齢者福祉課

本市独自支援策として、感染防止対策など心身とも
に負担が掛かる介護サービス従事者等に対し、介護
業務に従事していることを慰労するため、県が実施
する事業に上乗せして慰労金を支給した。

24,742,924 終了 終了 終了
新型コロナウイルス感染症の影響を受け、独自支援策
として実施した事業であり、事業の目的は概ね達成し
たことから事業終了とする。

2134 介護サービス事業者等応援給付金給付事業 020202 高齢者福祉課

本市独自支援策として、新型コロナウイルス感染症
の拡大を受け、事業運営に影響が生じている介護
サービス事業者等に対して、感染防止に向けた取組
等を支援するための給付金を支給し、安定したサー
ビス提供体制の維持を図った。

11,206,300 終了 終了 終了
新型コロナウイルス感染症の影響を受け、独自支援策
として実施した事業であり、事業の目的は概ね達成し
たことから事業終了とする。

2137 高齢者支援商品券交付事業 020202 高齢者福祉課

本市独自支援策として、新型コロナウイルス感染症
拡大防止に伴う外出自粛のため、買い物や運動、交
流の機会が制限され不自由な生活を強いられてきた
高齢者に対し、市内の店舗で利用することができる
商品券を交付することにより、外出や社会参加への
きっかけとしてもらい、活力ある日常を取り戻して
もらうための支援を行った。

172,811,380 終了 終了 終了

新型コロナウイルス感染症により先が見通せない生活
が続く中で、高齢者の生活支援のために実施したもの
であり、事業の目的を達成したことから事業終了とす
る。

2135 障がい福祉サービス事業者等応援給付金給付事業 020203 障がい者福祉課

本市独自支援策として、新型コロナウイルス感染症
の拡大を受け、事業運営に影響が生じている障がい
福祉サービス事業者等に対して、感染防止に向けた
取組等を支援するための給付金を支給し、安定した
サービス提供体制の維持を図った。

2,201,260 終了 終了 終了
新型コロナウイルス感染症の影響を受け、独自支援策
として実施した事業であり、事業の目的は概ね達成し
たことから事業終了とする。

最終評価結果が「終了」となった事務事業一覧

令和元年の一連の災害で被害を受けた住宅の修繕に
対する支援を行った。

県実施要綱に基づく申請期限が経過したため、事業終
了とする。



2166 障がい福祉サービス従事者等慰労金給付事業 020203 障がい者福祉課

本市独自支援策として、感染防止対策など心身とも
に負担が掛かる障がい福祉サービス従事者等に対
し、福祉業務に従事していることを慰労するため、
県が実施する事業に上乗せして慰労金を支給した。

9,440,000 終了 終了 終了
新型コロナウイルス感染症の影響を受け、独自支援策
として実施した事業であり、事業の目的は概ね達成し
たことから事業終了とする。

2149 特別定額給付金給付事業 020204 企画政策課

新型インフルエンザ等対策特別措置法の緊急事態宣
言の下、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止
に留意しつつ、簡素な仕組みで迅速かつ的確に家計
への支援を行うため、市民1人につき10万円の特別定
額給付金を給付した。

13,311,899,634 終了 終了 終了

国の政策に基づき、新型コロナウイルス感染症の感染
拡大防止に留意しつつ、迅速かつ的確に家計への支援
を行い、事業の目的を達成したことから事業終了とす
る。

2163 なりたひとり親家庭応援給付金給付事業 020204 子育て支援課

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、子育
てと仕事を一人で担い、特に大きな負担が生じてい
るひとり親世帯の心労を見舞うとともに、収入の減
少に対する支援を行うため、児童扶養手当受給者
1,002件、公的年金等受給者68件、家計急変者115件
に給付金の給付を行った。

121,766,430 終了 終了 終了
本事業は新型コロナウイルス感染症拡大の影響による
臨時的な事業であり、目的を達成したことから事業終
了する。

2153 医療従事者等慰労金給付事業 020302 健康増進課
市内の医療機関等に勤務する医療従事者及び医療機
関等の職員へ「成田市医療従事者等慰労金」を交付
し、医療従事者等の支援を行った。

136,107,336 終了 終了 終了

本事業は新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向け
て、医療機関等で業務に従事している医療従事者や職
員を対象に本市独自の慰労金を臨時的に給付したもの
であり、事業の目的を達成したことから事業終了とす
る。

2084 中学校特別教室空調設備整備事業 030101 学校施設課
特別教室（理科室、家庭科室等）に空調設備が整備
されていない中学校6校に対して空調整備整備工事を
実施し、教育環境の改善を図った。

173,454,600 終了 終了 終了 整備対象となる特別教室の空調設備整備が完了したこ
とから事業終了とする。

2136 農業者緊急支援事業 050202 農政課

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた農業者、
12経営体（露地野菜5件、花き4件、果樹2件、施設野
菜1件）に対し、給付金を給付することで今後の継続
的な営農を支援した。

3,600,000 終了 終了 終了
本事業は新型コロナウイルス感染症拡大の影響による
臨時的な事業であり、目的を達成したことから事業終
了とする。

2091 プレミアム付商品券発行事業 050301 商工課

新型コロナウイルス感染症の影響により、大きな影
響を受けている地域経済の回復と売上げが減少した
地元商店や飲食店における販売促進を図るととも
に、地域における消費喚起及び地域経済の下支えを
することを目的としてプレミアム商品券を発行し
た。

102,645,214 終了 終了 終了
本事業は新型コロナウイルス感染症拡大の影響による
臨時的な事業であり、目的を達成したことから事業終
了とする。

1980 ケーブルテレビ視聴エリア拡大事業 060203 行政管理課

平成28年度から令和元年度で騒音地域への伝送路整
備等が完了したことから、令和2年度は、全市普及を
目指し、成田ケーブルテレビ株式会社が実施する遠
山・公津・八生地区の未整備地域に対し実施した施
設整備費の一部（8/10）を補助した。

143,345,000 終了 終了 終了

視聴エリア拡大に係る施設整備が令和3年度をもって完
了し、市内全域でケーブルテレビの視聴が可能となる
ことから、事業の目的を達成したことにより事業終了
とする。
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1707 防犯灯整備事業 010102 交通防犯課 区・自治会等が設置した防犯灯（198灯）及び小柱に
ついて、その設置費の一部を補助した。

11,917,120 廃止 廃止 廃止
令和3年度に防犯灯の一括LED化を実施し、令和4年度か
ら防犯灯は市の管理で新設等を行うことなったことか
ら、事業廃止とする。

1852 農産物等放射性物質検査事業 050202 農政課 市内農作物の安全性を確保するため、食品放射能測
定システムによる簡易検査を実施した。

1,175,129 廃止 廃止 廃止

東日本大震災から10年が経過し、これまでの検査にお
いて放射性物質が一度も検出されていない現状を踏ま
え、市内農作物の安全性が確保されていることから、
本事業は廃止とする。

最終評価結果が「廃止」となった事務事業一覧


